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第１章 研究会の目的 

 

 

第１節 研究会の目的 

 

我が国は、内外の経済・社会構造の激しい変化に直面し、様々な問題を

抱えている。その問題の一つが、気候変動をはじめとする地球環境問題で

ある。温室効果ガスによる地球温暖化は、海面上昇、異常気象、穀物生産

量の低下、希少生物の絶滅の危機などを引き起こし、人類と生物の生存基

盤である豊かな地球環境を脅かすおそれが生じると指摘されている。 

これに対応すべく政府は、持続可能な低炭素社会をつくることを目指す

こととし、国連気候変動首脳会議でも、我が国は全ての主要国の意欲的な

参加を前提に、2020 年までに 1990 年比で温室効果ガスの 25％削減を目指

すという野心的な目標を掲げ、その達成に向けてあらゆる政策を総動員す

ることとしている。 

とりわけ地方公共団体は、京都議定書目標達成計画（平成 20 年３月 28

日閣議決定）において、地域の自然的社会的条件に応じてＣＯ２排出削減

のための総合的かつ計画的な施策を策定し、先駆的で創意工夫を凝らした

対策等に取り組むことなどが基本的役割とされている。こうしたことを考

えれば、地方公共団体には地球温暖化対策において重要な役割を果たすこ

とが求められている。 

 

平成 22 年度税制改正大綱（平成 21 年 12 月 22 日閣議決定）においても

「地球温暖化対策の観点から、1990 年代以降、欧州各国を中心として、諸

外国において、エネルギー課税や自動車関連税制などを含む、環境税制の

見直し・強化が進んできています」と指摘されているように、税制におい

ても、地球温暖化対策の観点からの取組が世界規模で進められている。我

が国においても自動車税のグリーン化やエコカー減税等の取組がなされて

きているが、運輸部門全体におけるＣＯ２排出量が 1990 年（温暖化対策の

基準年）比で 14.6％増加（2007 年）していることを勘案すれば、運輸部門

の排出量の約９割を占める自動車交通に関する取組は不可欠であり、車体

課税についても環境への負荷に応じたさらなる措置を行うことが必要であ

る。（資料１） 

 

こうした状況の下、平成 22 年度税制改正では、税制調査会において、環

境に関連した税のあり方についても議論がなされた。 

特に、自動車の保有に関する税については、民主党政策集ＩＮＤＥＸ2009

で「自動車重量税及び自動車税は、保有税（地方税）に一本化し、その税
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収を自動車から生じる社会的負担に広く対応する地方の一般財源とします」

とされ、さらに、民主党政権政策マニフェスト 2009（以下「マニフェスト」

という。）では「自動車重量税は自動車税と一本化」とされていたことから、

これらの記述を踏まえ、税制調査会において原口総務大臣から「地方環境

税」の提案がなされた。 

その中で、車体課税について、「環境自動車税の創設」として「平成 23

年度からの導入を目途に、自動車税と自動車重量税を基礎としてＣＯ２排

出削減に資する環境自動車税（地方税）を創設してはどうか」との論点が

明示され、併せて「検討の方向性」として「自動車の保有課税を抜本的に

改組し、平成 23 年度を目途にＣＯ２排出量と税額が連動する仕組みを導入」

と提案がなされた。（資料２） 

 

平成 22 年度税制改正では、車体課税についての具体的な制度設計は見送

られたものの、税制調査会での議論を踏まえ、その方向性が税制改正大綱

において明記された。すなわち、国税・地方税共通の検討事項として、「車

体課税については、エコカー減税の期限到来時までに、地球温暖化対策の

観点や国及び地方の財政の状況も踏まえつつ、今回、当分の間として適用

される税率の取扱いも含め、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方

向で抜本的な見直しを検討」するものとされ、「これらを法律において規定

する」こととされた。この点については、所得税法等の一部を改正する法

律（平成 22 年法律第６号）附則第 149 条において規定されている。（資料

３・４） 

 

「自動車関係税制に関する研究会」は、これらを踏まえ、今後の税制調

査会における議論に資するよう、原口総務大臣の指示により開催されたも

のである。 

研究会の主たる目的は、「環境自動車税（仮称）」（以下単に「環境自動車

税」という。）の具体的なあり方の検討、すなわち、ＣＯ２排出量と税額が

連動する仕組みを構築するとともに、「自動車重量税は自動車税と一本化」

とするマニフェストを実現するための具体案を検討することである。 

 

環境自動車税の導入により、環境性能の優れた自動車の開発・普及が促

され、運輸部門におけるＣＯ２排出量抑制に貢献することが期待される。 

さらに、地球環境問題が国民一人ひとりが日常生活から意識的に環境に

配慮した様々な取組を積み上げていくことによって対処すべき問題である

ことを考えれば、環境自動車税の導入が広く国民の環境に対する認識を深

め、意識・行動を変革する契機となるものであると期待している。そうし

た意識・行動の変革により、環境に配慮した国民の様々な取組が広がって
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いくものと確信している。 

 

 

第２節 議論に当たっての基本的な視座 

 

研究会では、平成 22 年度税制改正における自動車関係税制を含めた自動

車関係税の現状等を踏まえた上で、諸外国の自動車関係税制の動向につい

ても参照するとともに、経済産業省や国土交通省、環境省といった関係省

庁からヒアリングを行い、ＣＯ２排出抑制に寄与する車体課税のあり方や、

複雑な自動車関係諸税の簡素化等について検討を進めた。 

 

研究会としては、短期的な視点ではなく、長期的な視点に立って持続可

能な低炭素社会をつくるべく、国民一人ひとりが自動車の環境に与える影

響を認識し、配慮していけるような税制を目指すということを念頭に置い

た。 

具体的な検討に当たっては、現行の自動車税、軽自動車税、自動車重量

税及び自動車取得税について、個別の財産に対する課税である車体課税と

して、車体の保有に着目する課税及び車体の所有権移転（取得）に着目す

る課税に整理した。すなわち、体系としては、自動車税、軽自動車税及び

自動車重量税は車体の保有に着目した課税であり、自動車取得税は車体の

所有権移転（取得）に着目した課税であると整理し、それぞれを自動車の

保有段階における課税、取得段階における課税と分類した上で、自動車関

係諸税の簡素化を図るべく議論を行った。 

加えて、ＣＯ２排出抑制の社会的な要請が高まり、中長期的なＣＯ２排

出削減目標を掲げ、あらゆる政策を総動員するとして様々な地球温暖化対

策の取組がなされている現在の状況を踏まえて、租税原則のうち、租税負

担配分に係る「公平の原則」に環境の視点を導入し、環境自動車税の仕組

みを構想すべく議論を行った。 

この報告書は、この研究会の成果を取りまとめたものである。 
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第２章 現行の自動車関係税の概況 

 

 

第１節 現行の自動車関係税の概況 

 

自動車に課される税は、財産的価値があり、かつ、外部不経済を生む自

動車という存在について課すべき負担を適宜分割し、保有段階及び取得段

階において課税していると考えられる。 

わが国においては、取得段階の税として自動車取得税（都道府県税）、保

有段階の税として自動車税（都道府県税）、軽自動車税（市町村税）及び自

動車重量税（国税）が課されている。（資料５） 

これらの税収は、あわせて 2.8 兆円にのぼるが、このうち地方の税収（譲

与税を含む。）は 2.3 兆円にのぼり、自動車関連税収の多くが地方税収であ

ることに留意する必要がある。（平成 22 年度予算・地財ベース）（資料６） 

 

１．自動車税 

 

自動車税は、財産税的性格と道路損傷負担金的性格を併せ持つ税である

とされている。 

税率区分の指標として、総排気量（乗用車）や最大積載量（トラック）

などが採用されており、保有に対する税として、毎年度定額課税されてい

る。 

平成 13 年度からグリーン化特例を導入し、環境負荷に応じた重課・軽課

の仕組みを組み込んでいる。 

税収は 1.6 兆円（平成 22 年度地財ベース）であり、都道府県の基幹税目

である。近年は自動車の登録台数の減少や小型化に伴い、減少傾向にある。

（資料７） 

 

２．軽自動車税 

 

軽自動車税は、昭和 33 年に零細課税を整理する見地から自転車荷車税を

廃止するとともに、その課税客体であった自転車及び荷車のうち原動機付

自転車と道府県税である自動車税の課税客体であった軽自動車及び二輪の

小型自動車とを課税客体として、市町村の法定普通税として創設されたも

のである。 

自動車税と同様、財産税的性格と道路損傷負担金的性格を併せ持つ税で

あり、保有に対する税として、毎年度定額課税されている。 

税収は、約 1,800 億円（平成 22 年度地財ベース）であり、四輪の軽自動
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車の保有台数の伸びを反映し、年々上昇傾向にある。特に軽自動車の保有

は都市部に比べ地方部に多いことから、地方部の市町村の貴重な税源とな

っている。（資料８） 

 

３．自動車重量税 

 

自動車重量税は、車検等によって自動車の運行が可能になるものとして

権利創設税的性格があるとされており、車検時徴収を行っている。また、

車両重量を課税の指標としていることから、道路損傷負担金的性格がある

ともされている。 

自動車の走行が多くの社会的費用をもたらしていること、道路その他の

社会資本の充実の要請が強いことを考慮して、広く自動車の使用者に対し

て自動車の重量に応じ負担を求めるため、昭和 46 年に創設されたもので、

運用上、税収の約８割相当額が道路の整備等に充てられていた。平成 21

年度に道路特定財源等の一般財源化に伴い、完全に一般財源化された。 

同税の税収は約 7,500 億円（平成 22 年度予算ベース）であり、このうち

１/３（平成 22 年度以降は当分の間、407/1000）が譲与税として市町村に

譲与されている。（資料９） 

 

４．自動車取得税 

 

自動車取得税は、自動車の取得に対して課される税であり、権利の取得、

移転など各種の経済的取引等に担税力を認めて課する流通税である。道路

に関する費用に充てる目的税として、昭和 43 年度に創設された。 

課税標準は取得価額であり、税率は３％（軽自動車以外の自家用自動車

については５％）である。 

平成 21 年度に道路特定財源が一般財源化されたことに伴い、道路等の行

政サービスから得る受益に着目するとともに、環境への配慮の必要性を考

慮して課税されることとなった。 

環境の観点からの特例としては、平成 11 年度に創設された低燃費車特例、

平成 21 年度に創設されたエコカー減税など、種々の特例を講じてきた。こ

うした特例による減収もあり、税収は、約 2,300 億円（平成 22 年度地財ベ

ース）にとどまっている。（資料 10） 

 

 

第２節 現行の自動車関係税における環境特例の概況 

 

地方税（自動車税・自動車取得税）では、国税に先がけて、ＮＯｘ・Ｐ
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Ｍ対策やＣＯ２対策などの観点から、グリーン化特例や低燃費車特例など

の環境性能に応じた特例（以下「環境特例」という。）を講じてきた。 

今後、ＣＯ２排出量ベースの課税を導入するに際しては、この環境特例

の果たしてきた役割を踏まえたうえで、課題の整理を行う必要がある。 

 

１．自動車税 

 

（グリーン化特例） 

平成 13 年度にＣＯ２排出量の抑制とＮＯｘ・ＰＭ対策の双方を目的とし

て創設された。税収中立の考え方の下、環境負荷の大きい自動車には重課、

環境負荷の小さい自動車には軽課する仕組みを導入したもので、はじめて

の本格的な環境配慮型税制と呼ばれた。 

グリーン化特例では、ガソリン車・ディーゼル車の別を問わず、ＮＯｘ

等の排出ガス基準に基づく有害物質の排出量要件を一律に適用しつつ、Ｃ

Ｏ２排出量については重量区分ごとに要件を設け、軽課を行っている。ま

た、新車新規登録から一定年度（ディーゼル車：11 年、ガソリン車 13 年）

経過した自動車を重課している。 

グリーン化特例の創設当時に比べて、ハイブリッド自動車の年間売り上

げ台数は約 4.5 倍にまで伸びており、低燃費車特例と相まって、環境対応

自動車の普及に一定の効果を挙げているものと考えられる。（資料 11） 

 

２．軽自動車税 

 

軽自動車税については、現在、環境特例は設けられていない。なお、昭

和 51 年度から平成６年度にかけて、電気自動車等に対し、軽減税率を適用

する特例措置があった。 

 

３．自動車重量税 

 

（エコカー減税） 

平成 21 年度に景気及び環境対策の観点から創設された。排出ガス性能及

び燃費性能の優れた自動車に対して、税率を 50％軽減、75％軽減又は非課

税とする特例であり、自動車取得税と同様である。 

なお、自動車重量税においては、このエコカー減税が、はじめての環境

の観点からの特例である。（資料 12） 

 

４．自動車取得税 

 



7 
 

自動車取得税の環境特例については、以下のように複雑になっている。 

 

（低公害車特例） 

昭和 50 年度に電気自動車に対する税率の軽減措置が創設されて以来、ハ

イブリッド自動車、天然ガス自動車など、特例の対象を順次拡大してきた。 

この特例はＮＯｘ・ＰＭ対策や省エネ対策の観点から、技術的先駆性の

高い自動車の普及促進を支援することが目的であり、低公害車の普及に効

果があった。なお、エコカー減税の導入に伴い対象が中古車に限定された。

（資料 13） 

 

（低燃費車特例） 

平成 11 年度にＣＯ２排出抑制を目的として創設された特例で、一定の燃

費性能を満たす自動車（低燃費車）について、課税標準から一定額を控除

するものである。 

低燃費車特例は、自動車関連税において、はじめて燃費基準を導入した

特例である。自動車税のグリーン化特例と相まって、環境対応車の普及促

進に寄与してきた。なお、エコカー減税の導入に伴い、対象が中古車に限

定された。 

 

（エコカー減税） 

平成 21 年度に景気及び環境対策の観点から創設された。排出ガス性能及

び燃費性能の優れた自動車に対して、税率を 50％軽減、75％軽減又は非課

税とする特例である。 

エコカー減税の導入により、新車の販売台数は持ち直しており、経済対

策として内需の拡大に一定の効果があったものと考えられる。また、新車

の７割近くが特例対象車になるなど、エコカーの普及にも一定の成果を挙

げたものと考えられる。（資料 14） 
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第３章 環境自動車税の性格 

 

 

ＣＯ２排出量と税額が連動する仕組みを持ちつつ、「自動車重量税は自動

車税と一本化」とするマニフェストを実現する環境自動車税に関して、検

討の出発点とすべき税の性格は以下のように考えられる。 
 

自動車税はこれまで個別財産税としての性格を持ち、地方の基幹税目と

して重要な役割を果たしてきた。環境自動車税を構想するに当たっても、

自動車税と同様に自動車の車体という財産の保有に着目し、当該財産と地

方公共団体の様々な行政サービスとの応益関係を根拠として課税する財産

税的性格を引き続き有するとすることが適当である。 
 

さらに加えて、ＣＯ２排出抑制の社会的な要請が高まり、中長期的なＣ

Ｏ２排出削減目標を掲げ、あらゆる政策を総動員するとして様々な地球温

暖化対策の取組がなされている現在の状況を踏まえて、租税原則のうち、

租税負担配分に係る「公平の原則」に環境の視点を取り入れる必要がある。

自動車税は財産税的性格とともに道路損傷負担金的性格を備えていたが、

環境の視点を取り入れた「公平の原則」に基づけば、環境自動車税では道

路損傷負担金的性格を環境損傷負担金的性格に改めなければならない。す

なわち、車体課税を環境への負荷に応じた措置として、自動車のＣＯ２排

出抑制という政策目的を実現する仕組みを内在した税制、すなわち、「公平

の原則」に適った環境損傷の程度に応じた課税とすることが不可欠である。 
 

特に自動車の保有には所在の地方公共団体の様々な行政サービスとの強

い応益関係が存在するため、自動車の保有に対する課税である環境自動車

税は地方税にふさわしいと言える。これまで自動車の保有と結び付けられ

てきた道路に係る行政サービスも地方公共団体の提供する幅広い行政サー

ビスの一つにすぎないことに鑑み、従前からの道路損傷負担金的性格につ

いては、道路特定財源が一般財源化された現状において、この幅広い行政

サービスの応益性に包含されるべきものと考えられる。 

また、環境自動車税は、自動車の権利に対する課税ではなく、自動車の

保有に対する課税であること、車検時の経済的負担が相当重く、その中に

は権利創設に際して手数料も徴収されていることに鑑みると、環境自動車

税について車検制度に基づく権利創設税的性格を持った税と位置付けるの

は適切でないと考えられる。 
 

したがって、環境自動車税は、環境損傷負担金的性格と財産税的性格の

二つの性格を有するとすることが適当である。 
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第４章 保有段階における自動車への課税 

 

 

第１節 保有段階における自動車への課税の簡素化 

 

（簡素化の要請） 

自動車関係税については、自動車の保有段階及び取得段階においてバラ

ンスのとれた課税を行っていくという視点が重要であり、保有段階におけ

る自動車への課税は必要である。 

現行の自動車税が創設されたのは昭和 25 年であるが、昭和 46 年に同じ

保有段階における税である自動車重量税が創設された結果、現在、自動車

の保有段階における課税として、一台の自動車に対して、地方税として自

動車税、国税として自動車重量税が課税される状況となっている。 

このように自動車税と自動車重量税については、保有段階における税と

して重複しており、簡素化の観点からの見直しが必要である。マニフェス

トでも自動車税と自動車重量税の一本化が記載されている。 

 

研究会の議論では、自動車税と自動車重量税が並列して課税されること

について、市民感覚からすると自動車一台の保有に対して二重に課税され

ていておかしいのではないかというのは、理解できるとの意見があった。 

また、課税根拠の整理という観点から、一種の権利創設税として課税が

根拠付けられる自動車重量税について、車検により安全性が担保されるこ

とに基づいて走行を認めることと、国家が所有権を設定することが同義だ

と考えれば、所有権を担保する対価としての課税と考えられる自動車取得

税と課税根拠が重複することとなる。そこで、自動車取得税を登録税とし

ての流通税だと整理すれば、本来は自動車重量税と自動車税との重複のみ

が問題となり、自動車重量税は存在価値を失うため、一本化するというの

が当然の帰結との意見もあった。 

 

なお、現在、自動車重量譲与税やエコカー減税に対する減収補てんのた

めの特例交付金により地方に財源補てんがなされているが、こうした対応

は本来あるべき姿ではない。したがって、地方税として徴収できる仕組み

や税源配分のあり方を検討すべきとの意見があった。 

 

これらを踏まえれば、ＣＯ２排出削減に資する環境自動車税の創設に併

せて、自動車税と自動車重量税が並立する状況は簡素化する方向で見直す

必要がある。すなわち、自動車税と自動車重量税を一本化し、保有段階に

おける課税としての地方税である環境自動車税とすることにより、複雑な
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自動車関係税の簡素化を実現すべきである。 

 

（環境自動車税を地方税とすべき理由） 

簡素化の要請を踏まえ、自動車税と自動車重量税を一本化した環境自動

車税は、以下に掲げる理由から、地方税とすべきである。 

・ 財産税は地方公共団体の行政サービスとの応益関係が強く、地方税

に馴染むこと（研究会の議論では、財産税は、固定資産税に代表され

るように、基本的には偏在性が小さいということも含めて、地方税と

して仕切ってきたとの意見があった）。 

・ 特に自動車は所在の地方公共団体の様々な行政サービス（交通安全

対策や救急業務、道路の維持管理等）との応益関係が強いため、自動

車関係税は地方税にふさわしいこと。（資料 15・16） 

・ 自動車関係税は一人当たりの税収額で偏在性が小さく、また安定的

な税であるため、地方税にふさわしいこと。 

・ 自動車関係税は、地方税収の約１割を占める貴重な財源であり、そ

の確保が不可欠であること。 

・ 地方公共団体には、地域の自然的社会的条件に応じてＣＯ２排出削

減のための総合的かつ計画的な施策を策定し、先駆的で創意工夫を凝

らした対策等に取り組むことが求められている。地球温暖化対策にお

ける地方公共団体の役割は重要であり、地方公共団体がその役割を十

分に果たしていくためには、地方の財源確保が不可欠であること。（資

料 17・18） 

・ 実態として車体課税の太宗を地方税が占めており、地方の貴重な財

源となっていること。 

 

（環境自動車税の創設に当たっての軽自動車等の取扱い） 

環境自動車税の検討に当たって、現在軽自動車税として市町村が課税し

ている軽自動車等を環境自動車税の課税客体に取り込むことについても研

究会において議論がなされたところである。 

 

具体的には、そもそも軽自動車税と自動車税を特に区分して議論すべき

ものでなく、環境自動車税の創設に当たって、その課税客体に軽自動車等

を取り込んではどうかという意見や、納税者にとってわかりやすい税体系

とするため環境自動車税に一本化すべきという意見が出された。一方で、

徴税費及び対象の適確な把握の観点から市町村税としてきた歴史的経緯、

市町村の貴重な税源となっている現状、基礎的自治体を重視した地域主権

改革が推進されている中で都道府県に税源移譲することになること、超過

課税等の課税自主権が発揮できなくなること、道路整備等行政サービスと
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の応益関係を根拠として課している自動車関係税が市町村税からなくなる

ことの是非、登録制度のない車両を都道府県が課税することは実務的に困

難等、環境自動車税の課税客体に軽自動車等を取り込むことについて消極

的な意見や検討すべき課題も示された。（資料 19～21） 

 

課税の根拠の観点からは、自動車税と軽自動車税を分ける理屈は乏しい

ものと考えられ、研究会としては、それを前提に議論を整理しつつ、環境

自動車税の課税客体に軽自動車等を取り込むには、上記のような課題があ

り、現実にどのような形で対応するかについては、今後更に検討を深める

べきと考える。 

 

 

第２節 環境自動車税の負担水準 

 

平成 22 年度税制改正大綱では、「車体課税については、エコカー減税の

期限到来時までに、地球温暖化対策の観点や国及び地方の財政の状況も踏

まえつつ、今回、当分の間として適用される税率の取扱いも含め、簡素化、

グリーン化、負担の軽減等を行う方向で抜本的な見直しを検討します」と

され、これを踏まえた所得税法等の一部を改正する法律附則においても「負

担の軽減」との記述がなされている。 

 

また、自動車重量税等については、日本自動車工業会等から、道路特定

財源の一般財源化により課税根拠を喪失しており、本則税率も含めて廃止

すべきとの意見がある。 

第３回研究会（平成 22 年５月 28 日開催）において、経済産業省から、

自動車関係業界のこれまでの自動車関係税に関する意見や認識として、上

記と同様の説明がなされた。 

また、第４回研究会（平成 22 年６月 24 日開催）では、国土交通省から、

国際水準と比較して妥当な税額設定とすべきとの見解が示された。 

 

研究会の認識は以下のとおりである。すなわち、ＣＯ２排出抑制の社会

的な要請が高まり、中長期的なＣＯ２排出削減目標を掲げ、あらゆる政策

を総動員するとして様々な地球温暖化対策の取組がなされている。とりわ

け地方公共団体には、地域の自然的社会的条件に応じてＣＯ２排出削減の

ための総合的かつ計画的な施策を策定し、先駆的で創意工夫を凝らした対

策等に取り組むなど、地球温暖化対策において重要な役割を果たすことが

求められている。 

こうしたことを考えると、ＣＯ２排出源である自動車に係る税負担を軽
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減するような状況になく、むしろ負担水準の引き上げが必要とされている。

また、歳出が税収等を大きく上回る状態が恒常的に続くなど、国と地方の

厳しい財政状況を踏まえれば、地方税の基幹税目である自動車関係税の負

担軽減を行うような状況にもない。さらに、我が国における自動車関係税

全体の年間税負担額は、諸外国と比較しても高い水準にあるとは言えない。

平成22年度税制改正大綱においても、「地球温暖化対策の観点から、1990

年代以降、欧州各国を中心として、諸外国において、エネルギー課税や自

動車関連税制などを含む、環境税制の見直し・強化が進んできています」

とされ、「我が国における環境関連税制による税収の対ＧＤＰ比は、欧州諸

国に比べれば低い」と指摘されている。（資料22～24） 

 

研究会の議論では、国際比較を考えると自動車関係税全体の現状の負担

水準を軽減していいのかという問題意識に立ち、必ずしも簡素化イコール

負担軽減と考えるべきではなく、場合によっては負担水準を引き上げると

いうこともあり得るのではないかという意見もあった。 

 

このような状況を踏まえれば、ＣＯ２排出抑制に資する環境自動車税の

負担水準については、少なくとも税収中立を前提として制度設計を行うべ

きであり、自動車重量税の上乗せ分も含めた規模で一本化すべきである。 

 

（自動車重量税の一本化に伴う財源補てん） 

自動車税と自動車重量税の一本化に伴い、現在、市町村の財源となって

いる自動車重量譲与税（上乗せ分を含む。）については、「環境自動車税交

付金（仮称）」を創設し、市町村に確実な財源補てんを行うべきである。 

 

（軽自動車等に係る税負担水準） 

軽自動車税の税率は、昭和 59 年の税制改正で引き上げられて以降、昭和

60 年度に原動機付自転車にミニカーの区分を設けた以外には税率の見直し

は行われていない。（資料 25） 

 

一方、四輪の軽自動車については昭和 59 年以降、二度規格の変更があり、

平成 2 年の変更では車体の長さが 3.2m から 3.3m に、排気量が 550cc から

660cc に拡大され、平成 10 年の変更では車体の長さが 3.4m に、幅が 1.4m

から 1.48m に拡大された。その結果、軽自動車の規格は小型自動車に近づ

いてきている。安全面や環境面で比較しても特段差異はなく、特に環境面

においては、軽自動車と 1,000cc の小型自動車のＣＯ２排出量の平均値（平

成 22 年 3 月現在）を比較すると、軽自動車の方が排出量が多いという状況

になっている。また、販売価格を比べても大きな差異はなく、車種によっ
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ては、軽自動車の方が高いものもある。（資料 26・27） 

 

税負担について言えば、四輪の軽自動車（乗用・自家用）にかかる軽自

動車税の標準税率は一律 7,200 円であるのに対し、例えば 1,000cc の小型

自動車（乗用・自家用）にかかる自動車税の標準税率は、29,500 円であり、

４倍強の開きがある。（資料 28） 

 

この税負担の格差について、環境自動車税の環境損傷負担金的性格や財

産税的性格からは、もはやその格差を合理的に説明することは困難であり、

軽自動車と小型自動車を区分して議論すべきものではない。 

軽自動車に係る税負担水準の引上げについては、市町村の税源を確保す

ることで、地域交通施策の充実につながり、地球環境への貢献に資するこ

とにもなるとの意見がある一方、軽自動車の保有は都市部よりも地方部に

多いことから、地域の生活の足に対する税負担を急激に重くすべきではな

いとする意見もあった。なお、仮に税率を引き上げる場合には、段階的に

行うことも考えられる。（資料 29） 

 

また、自動車税と自動車重量税の一本化について言えば、軽自動車及び

二輪の小型自動車に対しても自動車重量税が課税されており、これに係る

自動車重量税については、軽自動車等に課する税と一本化することが適当

である。その場合、環境自動車税の場合と同様、少なくとも自動車重量税

の上乗せ分も含めた規模で一本化すべきである。 

 

（原動機付自転車に対する課税） 

原動機付自転車に対する軽自動車税の標準税率は低く設定されており、

１台あたりの年間税負担額は、50cc 以下のものは 1,000 円、50cc 超 90cc

以下のものは1,200円、90cc超 125cc以下のものは1,600円とされている。 

また、原動機付自転車は、国土交通省運輸支局等における届出制度等が

ないため、課税のために市町村が自ら標識を交付し、所有者の異動につい

て調査を行っている。このため徴税に係る負担が大きく、かなりの団体で

徴税費が税収を上回っているという問題が指摘されている。今回の車体課

税の見直しに合わせ、原動機付自転車については、その課税のあり方につ

いても検討すべきであり、税率の引上げ若しくは軽自動車等に課する税の

課税客体から除外することが考えられる。（資料 30・31） 

 

 

第３節 環境自動車税の課税標準 
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１．環境自動車税の性格 

 

環境自動車税の性格については、前述のとおり環境損傷負担金的性格と

財産税的性格の二つの性格を有するとすることが適当である。 

 

なお、第５回研究会（平成 22 年７月 15 日開催）において、環境省から、

「自動車関係税制にＣＯ２排出削減を図る観点を導入することについては、

地球温暖化の防止を図る観点から積極的に解する」との見解が示されてい

る。 

 

２．新たに環境の視点を取り入れた税の課税標準 

 

環境自動車税を環境損傷負担金的性格と財産税的性格を併せ持つ税とす

る場合、それぞれの性格に対応した複数の課税標準を組み合わせて併用す

ること、すなわち、税の性格・課税標準ごとに「割」を設定し、併用する

ことが適当である。  

具体的には、①環境損傷負担金的性格に基づく課税としての「割」、②財

産税的性格に基づく課税としての「割」を設定することが考えられる。 

「割」間での課税割合については別途検討する必要があるものの、「割」

の設定により、税の性格・課税根拠に応じた課税であることを説明するこ

とができる。 

 

（１）欧州におけるＣＯ２排出量ベースの課税の状況 

 

2009 年 7 月現在、欧州 17 カ国でＣＯ２排出量を課税の基準に取り入れ

た自動車課税が行われている。 

 

（ＥＵ指令案） 

欧州委員会が、登録税を中心とする「自動車の取得」に係る税制から「自

動車の保有」に係る税制への転換を目的として 2005 年 7 月に公表した

Proposal for a Council Directive on Passenger Car Related Taxes（自

動車関連税制に関する指令案。以下「ＥＵ指令案」という。）は、以下の２

点をその主な内容としていた。 

・ 自動車課税の一定割合（2008 年末までに 25％、2010 年末までに 5 

0％）を、ＣＯ２排出量の要素を取り入れた課税とする。 

・ 2015 年からは登録課税を廃止する。その際、保有課税を同額程度増

収するなどにより税収を確保する。 
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しかしながら、税制は各国の主権に関わるもので、取得段階における課

税を行っている国にとっては、税収確保の観点等からその廃止は受け入れ

られないこと、ＣＯ２排出量ベースの課税の導入による急激な税収変化の

懸念があったことなどから、2007年11月以降議論されていない。（資料32） 

 

（ＣＯ２排出規制法） 

一方で、欧州委員会は、2007 年 12 月に新車乗用車のＣＯ２排出性能に

係る規制法案を提案した。2008 年 12 月の欧州理事会及び欧州議会におい

て合意が成立し、翌 2009 年 4 月に、Regulation (EC) No443/2009 of the 

European Parliament and of the Council（以下「ＣＯ２排出規制法」と

いう。）が成立、2010 年１月から発効している。具体的には、自動車産業

全体の平均ＣＯ２排出量を 2012 年までに 120g/km とするとし、2020 年ま

でに 95g/km とすることなどを内容としている。（資料 33） 

 

（ドイツの自動車税改革） 

ＣＯ２排出規制法成立後の状況を踏まえ、ドイツでは 2009 年 7 月 1 日よ

り、ＣＯ２排出量に応じた課税を取り込むことを柱とした自動車税改革が

行われた。これは、最新の欧州の地球温暖化対策等の取組や自動車関係税

制の動向を踏まえたものであり、我が国における環境自動車税の導入に当

たって参考にすべきものと考えられる。 

この改革は、新規登録された乗用車について、ＣＯ２排出量基準と排気

量基準とを併用し、税収中立で制度設計されたものである。（資料 34～36） 

具体的な制度設計は以下のとおりである。 

・ 新車新規登録された乗用車を課税対象とする（バス、トラックなど

の貨物車については対象外） 

・ ＣＯ２排出量ベースの金額と排気量ベースの金額との合算により課

税を行う。 

・ ＣＯ２排出量ベースの課税は、ガソリン車とディーゼル車共通に、

120g/km（免税基準）を超える 1g/km あたり 2 ユーロとする。 

・ 排気量ベースの課税は、ガソリン車は 100cc あたり 2 ユーロ、ディ

ーゼル車は 100cc あたり 9.5 ユーロとする。 

 

（２）環境損傷負担金的性格に基づく課税標準 

 

環境損傷負担金的性格に基づく課税としての「割」については、環境損

傷の程度は一律の基準の下で算定することが課税の公平性の観点から適当

であること、欧州委員会が示したＥＵ指令案でもＣＯ２排出量の要素を取

り入れた課税とすべきとしていること、また、欧州ではＣＯ２排出量の絶
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対値を基準としていることが一般的であることから、ＣＯ２排出量を課税

標準とし、その絶対値を基準とすべきである。すなわち、環境損傷負担金

としての「割」は「ＣＯ２排出量割」とすべきである。 

 

なお、絶対値基準を用いることについては、理想として望ましいという

意見がある一方、大型車の購入抑制が働くのではないかとの意見もあった。 

 

（ＮＯｘ・ＰＭ基準） 

これまでの自動車関係税の環境特例では、ＣＯ２排出量基準（燃費基準）

のほか、地域環境対策の観点からＮＯｘ・ＰＭ基準も要件としてきた。 

第５回研究会でも、環境省からＮＯｘ・ＰＭ排出量についてインセンテ

ィブを講じることが必要との見解が示された。 

しかしながら、ＮＯｘ・ＰＭの問題があるのは主として大都市圏であり、

地域的・限定的であるため、制度本体の課税標準にＮＯｘ・ＰＭ基準を盛

り込むのは適当でない。また、ＮＯｘ・ＰＭ基準を盛り込む場合には大幅

な制度変更が必要であり、かつ、制度が複雑化し、簡素化の要請に反する。 

したがって、制度本体の課税標準にはＮＯｘ・ＰＭ基準を盛り込まない

こととしつつも、ＮＯｘ・ＰＭについて規制政策に加え税制面で対応が必

要な場合には、政策税制により対応することが適当である。 

 

（さらなる論点） 

「ＣＯ２排出量割」については、さらに以下のような論点を整理する必

要がある。 

・ 自動車の種類（乗用車とバス・トラック等の乗用車以外の自動車の

別）により税率に格差を設けるか。 

・ ＣＯ２排出量を把握できない課税客体の取扱いをどうするか。 

・ ＣＯ２排出量の相対値基準を用いた負担軽減措置等を設けるか（環

境自動車税が導入された場合に、現行の自動車税のグリーン化特例を

存置するか）。 

 

（自動車の種類による税率格差） 

自動車の種類による税率格差については「第４節 営業用自動車と自家

用自動車の税率格差等」で検討する。 

 

（ＣＯ２排出量を把握できない課税客体の取扱い） 

第４回研究会では、国土交通省から、ＣＯ２排出量を課税標準にする場

合の課題として、型式指定を受けていない輸入車や改造車、ハイブリッド

車以外の次世代自動車の一部（燃料電池自動車等）等については燃費値を
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有さないため、ＣＯ２排出量を算定できないことが挙げられた。また、併

せて、燃費値を有する車両でも、測定モードが異なれば燃費性能を比較で

きないことが挙げられた。 

 

しかしながら、ＣＯ２排出量や燃費性能を把握できない課税客体につい

ても、課税の公平性の観点から環境損傷負担金としての「割」を課すべき

である。 

電気自動車を除けば、自動車登録ファイルに登録されている全ての自動

車について排気量を把握することができ、ＣＯ２排出量を把握できない自

動車であっても、排気量を基にＣＯ２排出量を推計することが可能と考え

られる。  

また、電気自動車については、走行時にＣＯ２を排出しないが電気を発

電する際にはＣＯ２を排出することから、電気自動車についても同様に、

課税の公平性の観点から環境損傷負担金としての「割」を根拠とする税を

課すべきであると考えられる。 

 

（ＣＯ２排出量の相対値基準を用いた負担軽減措置等） 

環境自動車税が導入された場合に、ＣＯ２排出量の相対値基準を用いた

負担軽減措置等（例えば、現行の自動車税のグリーン化特例）を設けるか

については以下のように考えられる。 

 

制度本体において課税根拠に環境損傷負担金的性格を加え、ＣＯ２排出

量を課税標準としており、すでにインセンティブ効果が備わっているとの

考え方に立てば、さらにＣＯ２排出量の相対値基準による負担軽減措置等

を設けることは環境性能に応じた税額の増減方法としては重複を生じさせ、

制度の複雑化を招くため、これらの措置は設けないという方向となる。  

 

一方、制度本体のＣＯ２排出量の絶対値基準を用いた課税だけでは、相

対的に小さい車へのインセンティブを与えるだけで、自動車メーカーに低

燃費の自動車を開発する努力を促し、大きい車を中心に幅広い車種全体の

環境性能の向上を図ることは難しいため、環境の視点を十分に取り入れた

税制とするとの考え方に立てば、ＣＯ２排出量の相対値基準を用いた負担

軽減措置等を設けるという方向となる。 

 

（３）財産税的性格に基づく課税標準 

 

財産税的性格に基づく課税としての「割」については、排気量の大きさ

と自動車の価格には相関関係があり、財産的価値を表す指標として適当で
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あること、財産税的性格を有する現行の自動車税においても排気量や最大

積載量、乗車定員等を課税標準としていることから、排気量等を課税標準

とする現行の自動車税をベースとするべきである。すなわち、財産税とし

ての「割」は「排気量割」とすべきである。これにより現行制度との継続

性も一定程度確保でき、円滑な制度移行が可能となる。  

一方、電気自動車等については、車検証上、排気量の代わりに定格出力

が記載されている。定格出力をもって性能を評価し、定格出力を課税標準

に、排気量ベースの課税に照らして税率を設定する方法が考えられる。  

 

３．軽自動車等に対するＣＯ２排出抑制の観点を加えた課税標準 

 

軽自動車等に課する税についても、ＣＯ２の排出抑制に寄与する課税と

すべく環境の視点を取り入れる必要から、税の性格を環境損傷負担金的性

格と財産税的性格に整理し、ＣＯ２排出抑制の観点を加えた課税標準を設

定することが適当である。  

 

三輪以上の軽自動車については、燃費性能に関する公表制度により、Ｃ

Ｏ２排出量の把握が可能である。このため「ＣＯ２排出量割」を設け、車

体毎のＣＯ２排出量により税率を設定することができる。ただし、軽自動

車は規格が画一的であるため、自動車税の課税客体と比べ車体毎のＣＯ２

排出量に大きな差がないことから、簡素化の要請も踏まえ、四輪の軽自動

車と小型自動車のＣＯ２排出量の比較により一定の税率を設定することも

考えられる。 

 

現行の軽自動車税の課税客体のうち三輪以上の軽自動車以外については、

燃費性能に関する公表制度の対象外であり、ＣＯ２排出量を把握すること

ができない。そのため、「ＣＯ２排出量割」「排気量割」を設定せず、車両

区分に応じ一定の税率とすることが考えられる。なお、電気を動力とする

車体については、環境損傷負担金的性格の観点から、環境自動車税におけ

る電気自動車に対する課税の考え方を踏まえ検討する必要がある。（資料 37） 

 

 

第４節 営業用自動車と自家用自動車の税率格差等 

 

１．自動車の種類による税率格差 

 

現行の自動車税の税率では自動車の種類により格差を設け、乗用車に比

べてバス・トラックの負担水準を低く設定しているが、自動車税と自動車
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重量税を一本化した環境自動車税での取扱いについては、以下のように考

えられる。 （資料 38～42） 

 

環境損傷の程度は、自動車の種類にかかわらず、当該自動車のＣＯ２排

出量により測られるものであり、 環境損傷の程度に応じた課税としてＣＯ

２排出量を課税標準として導入するにもかかわらず、その社会的役割等を

理由に、一般的にＣＯ２排出量が多いバス・トラックへの一定の配慮とし

て乗用車と乗用車以外の自動車の別で税率に差を設けることは合理的な説

明が困難であるとの考え方に立てば、乗用車とバス・トラック等の乗用車

以外の自動車の別で税率に差を設けないという方向となる。また、財産税

的性格からみても、自家用と営業用の別で自動車の価値に差が生じるもの

ではない。したがって、課税根拠からの議論では、理論上格差を設けるべ

きではないという方向になる。 

 

一方、2001 年に自動車税改革を行ったイギリスでは、バス・トラックは

排気量により課税しており、また、2009 年に自動車税改革を行ったドイツ

もＣＯ２課税については乗用車のみを対象としているなど、バス・トラッ

クにＣＯ２課税を行っていない国は多く見られること、バス・トラックに

ついては、公共輸送機関としての公共性の観点、税負担が増加した場合の

料金・運賃等の引上げに伴う物価の高騰を避ける観点、公共輸送機関は輸

送効率の面から環境負荷が相対的に小さいとも言えるという観点などに鑑

みて、乗用車とは別体系の仕組みを設定することも考えられる。 

 

なお、第４回研究会では、国土交通省から、「公共輸送を担い、環境面か

らも優れた営業用自動車（バス・タクシー・トラック）に引き続き配慮す

べき」との見解が示された。 

 

２．同一車種内の営業用自動車と自家用自動車の税率格差（営自格差） 

 

現行の自動車税の税率では同一車種内での格差も設け、自家用乗用車に

比べて営業用乗用車の負担水準を極めて低く設定している。また、自家用

バスに比べて営業用バスの負担水準を低く設定し、さらに、営業用のバス

のうち観光用貸切バスに比べて一般乗合バスの負担水準を低く設定してい

る。自動車税と自動車重量税を一本化した環境自動車税でのこれらの取扱

いについて、課税根拠の議論からは、自家用・営業用の格差を設けること

に理論的必然性はない。 

また、乗用車とバス・トラックに税率格差を設けた場合、バス・トラッ

クについてさらに自家用・営業用まで格差を設ける必要はないとも考えら
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れる。一方で、営業用のバス・トラックについて、公共輸送機関としての

公共性等に鑑み、バス・トラック等の乗用車以外の自動車のうち、営業用

に限定して乗用車と別体系の仕組みを設定する（自家用については乗用車

と同体系とする）ことも考えられる。 

他方、公共輸送機関の公共性に鑑みて、営業用自動車全般について、税

率についての政策的な配慮を行うべきとも考えられるが、その場合であっ

ても、乗用車に関しては現在でも大きな格差となっており、現在の水準ほ

どの営業用・自家用の格差が必要かどうかについては別途検討する必要が

ある。 

 

３．営自格差の対象範囲 

 

以上より、自動車の種類による税率格差や同一車種内の営自格差を存続

させる場合でも、政策的配慮の対象となる自動車の地域の公共輸送機関と

しての社会的役割を再定義し、現行の対象範囲を限定するという見直しは

あり得るものと考えられる。 

 

４．軽自動車における営自格差等  

 

四輪の軽自動車について、乗用と貨物用、自家用と営業用で税率に格差

があり、上記と同様の観点から検討する必要がある。（資料 43） 

 

 

第５節 環境自動車税の使途 

 

（環境自動車税の使途） 

自動車税、自動車重量税は現在ともに一般財源であり、以下に掲げる理

由から、一本化後も引き続き一般財源とすべきである。 

・ 現行の自動車税は地方の基幹税目であることから、環境自動車税に

おいても目的税化は望ましくないこと。 

・ ＣＯ２排出量を課税標準とすることをもって自動車のＣＯ２排出量

の抑制という政策目的は達成されており、目的税的に使途を環境対策

に限定する必要まではないと考えられること。 

・ 環境自動車税は、自動車所在の地方公共団体が提供する様々な行政

サービスの対価として負担を行う応益的な税であり、使途を環境対策

に限定することはふさわしくないこと。 

 

（公害健康被害に対する補償制度） 
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自動車重量税については、公害健康被害の補償等に関する法律（昭和 48

年法律第 111 号）に基づき、公害健康被害補償のための財源のうち２割（約

100 億円）について税収の一部を充当することとされており、第５回研究

会において環境省から、「現行自動車重量税は大気汚染に係る公害認定患者

への補償の財源となっており、今後も財源の確保が必要」との見解が示さ

れた。 

しかしながら、そもそも税の一部を一定目的の使途に限定する仕組み自

体が適当とは考えられず、また、公害健康被害補償は国の責任において行

うべきものであり、地方税を財源とする公害健康被害補償給付は給付の性

格や制度面から困難であることから、一義的には国の責任において、その

補償のための財源を確実に担保する手段を検討し、公害健康被害補償は確

実に行うこととすべきである。（資料 44） 

 

 

第６節 車検時徴収 

 

自動車税は、毎年度、納税通知により賦課徴収され、４月１日時点での

所有者が１年分の税を納税することとされている（年度徴収）。一方、自動

車重量税は、車検（新規検査、継続検査等）時において、自動車の使用者

が自動車検査証（いわゆる車検証）の有効期限分の税を納税することとさ

れている（車検時徴収）。 

 

環境自動車税について、徴税コストの観点から車検時徴収を導入しては

どうかとの意見がある。課税庁にとって、年度徴収を行っている現行の自

動車税は、賦課期日である４月１日から納期である５月までの間に大量の

納税通知書を発行しなければならないこと、また、滞納額の割に滞納件数

が多いことから、事務負担が大きい税目とされている。車検時徴収を導入

した場合、納税通知書の打ち出しや発布が不要となるだけでなく、滞納事

例がなくなり、滞納整理に要する事務が不要となることから、課税庁の事

務の大幅な効率化・省力化が期待できるとされている。（資料 45～48） 

 

一方、研究会の議論では、会計年度独立の原則に鑑みても、そもそも税

の賦課徴収は毎年度行われることが基本であり、２～３年ごとに行われる

車検にあわせて徴収を行うことには問題があるとの意見があった。 

また、車検時徴収を導入する考え方について、環境自動車税の性格を環

境損傷負担金的性格と財産税的性格と位置付ける場合に、車検時徴収を行

うことを税の性格上整理できるのかとの意見もあった。 

さらに、環境自動車税を車検時徴収することとした場合、従来であれば、
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次年度以降に納付すればよい税額をあたかも先取りされたように感じられ

ることとなりかねない。その他にも、これまで多くの実務的課題が指摘さ

れてきており、改めて論点を整理すると以下のとおりとなる。 

 

（納税者の痛税感に関する課題） 

車検時徴収を導入した場合、新車新規登録・継続検査（車検）の際に複

数年度分の自動車税、自動車重量税を一括で納税することとなり（乗用車

の場合、新車新規登録で３年分、継続検査で２年分を一括で納付）、大幅に

納税者の痛税感が増加することが予想される。（資料 49・50） 

 

（技術的な課題） 

・申告・納付場所に関する課題 

現在の車検制度では、継続検査（継続車検）の場合は任意の陸運支

局において遠隔地車検を行うことができるため、車検時徴収を導入す

る場合、課税権を有する都道府県と実際に納税される都道府県が異な

り得るという課題がある。 

・複数年度分の徴収に関する課題 

車検の有効期間中に県域を越える転出入があった場合に、翌年度分

以降の先取りした税を都道府県間で精算する事務が発生するという

課題がある。 

・納税義務者に関する課題 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）上の車検の受検義務者

（使用者）と自動車税の納税義務者（所有者）が異なるという課題が

ある。 

 

上記に掲げるとおり、車検時徴収の導入に当たっては数多くの課題があ

り困難な面があるが、一方で、研究会の議論においても、事務を効率化し、

徴収コストを節減していく観点は非常に重要であり、今後の徴収体制のあ

り方も含めた見直しが行われるべきという意見があり、引き続き検討を続

けていくことが期待される。 
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第５章 取得段階における自動車への課税 

 

 

第１節 自動車取得税の性格 

 

（自動車取得税の沿革） 

自動車取得税は、自動車の取得に対し、その取得の事実に担税力を見出

してその取得者に対して課する流通税である。道路に関する費用に充てる

目的税として、昭和 43 年度に創設された。平成 21 年度に道路特定財源が

一般財源化されたことに伴い、道路等の行政サービスから受ける受益に着

目するとともに、環境への配慮の必要性を考慮して課税されることとなっ

た。 

 

（取得段階における自動車への課税の検討に当たっての視点） 

新たな取得段階における自動車への課税を検討するに当たっても、ＣＯ

２排出抑制の社会的な要請が高まり、中長期的なＣＯ２排出削減目標を掲

げ、あらゆる政策を総動員するとして様々な地球温暖化対策の取組がなさ

れている。とりわけ地方公共団体には、地域の自然的社会的条件に応じて

ＣＯ２排出削減のための総合的かつ計画的な施策を策定し、先駆的で創意

工夫を凝らした対策等に取り組むなど、地球温暖化対策において重要な役

割を果たすことが求められている。 

こうしたことを考えると、ＣＯ２排出源である自動車に係る税負担を軽

減するような状況にないという視点、自動車の保有段階及び取得段階にお

いてバランスのとれた適切な税負担を求めていくという視点が必要不可欠

であり、取得段階の課税は維持されるべきである。平成 22 年度税制改正大

綱においても「地球温暖化対策の観点から、1990 年代以降、欧州各国を中

心として、諸外国において、エネルギー課税や自動車関連税制などを含む、

環境税制の見直し・強化が進んできています」とされている。 

さらに、保有段階及び取得段階におけるそれぞれの性格を踏まえた上で、

納税者に対し一定の政策効果を実効的に及ぼす仕組みを検討することが重

要である。 

 

なお、ＥＵ指令案においても、登録課税を廃止するとしながらも、その

際には保有課税を同額程度増収するなどにより税収を確保するとされてい

る。また、ＥＵ指令案を踏まえ、実際に登録課税を廃止した国も見受けら

れない。（資料 51） 

 

（自動車取得税と消費税との整理） 
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自動車取得税については、保有段階及び取得段階におけるバランスのと

れた総合的な課税の中で取得段階における課税として位置付けられるもの

である。また、我が国における自動車関係税全体の年間税負担額は、諸外

国と比較しても高い水準とは言えない。 

自動車取得税は、自動車の取得の事実に担税力を認めて課税する流通税

であり、消費に担税力を認めて課税する消費税とはそもそも課税根拠が異

なるものである。 

さらに、自動車取得税を流通税であり登録税であると考えたときに、こ

れはそもそも権利付与税である。自動車の所有権を政府が付与し、あるい

は管理するためのコストの対価として課税するというのがもともとの発想

であり、そういう意味では消費行為に課税しているわけではないとの意見

があった。 

 

以上を踏まえれば、自動車に対し、保有段階及び取得段階においてバラ

ンスのとれた課税を行うべく、取得段階における課税として、少なくとも

当面は自動車取得税を維持すべきである。 

 

 

第２節 自動車取得税の環境面での考慮 

 

（政策税制としての自動車取得税） 

自動車の取得段階の課税である自動車取得税は、取得という行動がイニ

シャルコストの影響を受けることを踏まえ、低燃費車等への買換えを促進

するインセンティブとして活用され、効果を上げてきた。具体的には、平

成 21 年度からの大型減税である「エコカー減税」は、「エコカー補助金」

と相まってハイブリッド自動車等の普及に一定の効果をもたらしている。 

 

（環境面から望ましい自動車の導入誘導策としての観点の考慮） 

ＣＯ２の排出抑制に寄与する自動車に対する課税のあり方を検討するに

当たっては、取得段階における自動車への課税についても環境面から望ま

しい自動車の導入誘導策としての観点を考慮すべきである。 

一方で、その際には、直接的な環境対策の観点のみならず、買換え促進

や自動車メーカーの環境技術向上の支援などの観点も重視する必要がある。

また、以下に掲げるような現行の環境特例（低燃費車特例、エコカー減税）

の課題にも十分留意する必要がある。 

・ 燃費性能は重量区分ごとに評価が行われており、同じ重量区分の自

動車の中で相対的に燃費性能が優れていれば軽減措置を受けられる

ことから、絶対的な燃費性能が悪い（ＣＯ２排出量が多い）自動車で
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あっても軽減の対象となること。 

・ エコカー減税の対象は新車のみであり、中古車については適用され

ないため、同じ環境性能を有する自動車であっても、新車か中古車に

より軽減額が異なり、制度として複雑であること。 

・ エコカー減税では税率を軽減することとしており、対象となるエコ

カーが高額であればあるほど、軽減額が大きくなる。 等 

 

政策税制として新たに制度設計を行うに当たっては、過度に複雑な区分

の設定や新車・中古車での異なる取扱い等はできるだけ避け、納税者に分

かりやすく、かつ、不公平感を生じさせないようにすることが適当である。 

なお、研究会の議論では、地域環境対策の観点からＮＯｘ・ＰＭについ

ても政策税制として対応すべきとの意見があった。 

また、中古車には免税点との関係で自動車取得税がほとんどかかってい

ないことから、環境面を考慮した場合に中古車に係る現行の減免措置を継

続すべきかも含め、根本から検討すべきとの意見があった。 

 

 

第３節 自動車取得税の税率水準 

 

現行の自動車取得税の課税標準は取得価格であり、当分の間の税率とし

て軽自動車以外の自家用自動車については特例的に５％（本則は３％）の

税率が適用されている。 

 

ＣＯ２排出抑制の社会的な要請が高まり、中長期的なＣＯ２排出削減目

標を掲げ、あらゆる政策を総動員するとして様々な地球温暖化対策の取組

がなされており、ＣＯ２排出源である自動車に係る税負担を軽減するよう

な状況になく、むしろ負担水準の引き上げも必要とされる状況である。ま

た、歳出が税収等を大きく上回る状態が恒常的に続くなど、国と地方の厳

しい財政状況を踏まえれば、基幹税目である自動車関係税の負担軽減を行

うような状況にもない。さらには、我が国における自動車関係税全体の年

間税負担額は、諸外国と比較しても高い水準とは言えない。 

 

このような状況を踏まえれば、税率水準については、当分の間の税率を

恒久的な措置として本則化するべきである。 
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おわりに 

 

 

地球温暖化対策の観点から、1990 年代以降、欧州各国を中心として、諸

外国において、エネルギー課税や自動車関連税制などを含む環境税制の見

直し・強化が進められ、我が国においても自動車税のグリーン化特例やエ

コカー減税等の取組がなされているが、今後は特例措置という形ではなく、

ＣＯ２排出がどう抑制されるのかという環境政策の観点を真正面から捉え

た税制を設計していくことが必要不可欠である。 

また、短期的な視点ではなく、長期的な視点に立って持続可能な低炭素

社会をつくるべく、国民一人ひとりが自動車の環境に与える影響を認識し、

配慮していけるような税制を目指すことが期待される。 

 

さて、実際の環境自動車税の導入に当たっては、課税客体の数が膨大で

あることや、自動車は日常生活に密接に関わるものであって、制度改正に

よる国民生活への影響が非常に大きいことに十分留意する必要がある。特

に、これから自動車を取得し、保有しようとしている購買層への影響は大

きい。このため、環境自動車税の円滑な導入には、地方公共団体等の十分

な準備期間だけでなく、国民に対する十分な周知期間を設けることが必要

である。 

平成 22 年度税制改正大綱では「車体課税については、エコカー減税の期

限到来時までに、地球温暖化対策の観点や国及び地方の財政状況も踏まえ

つつ、今回、当分の間として適用される税率の取扱いを含め、簡素化、グ

リーン化、負担の軽減等を行う方向で抜本的な見直しを検討します」とさ

れていることから、今後の具体的な工程としては、平成 23 年度税制改正と

して所要の法律改正を行い、一年程度の準備・周知のための期間を設けた

上で、エコカー減税の期限である平成 24 年度から施行することが望ましい。 

したがって、政府においては、この報告書を具体的な指針として税制調

査会での議論を進め、速やかに具体案を作成し、法律改正に取り組むべき

である。 

 

この研究会の成果としての報告書が、今後の平成 23 年度税制改正に向け

た税制調査会での議論等で活用され、地球温暖化対策等に資するＣＯ２排

出抑制に寄与するとともに車体課税の簡素化を実現する環境自動車税が創

設されることを切に望むものである。 
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自動車関係税制に関する研究会 開催要綱 

 

１．趣   旨 

地球温暖化対策を推進するためには、地域において主体的な取組を進め、地球環境

に貢献することが求められている。平成 22 年度税制改正の議論の過程においても、

自動車関係諸税において環境への負荷に応じた措置を行うことが必要とされている。 

また、「緑の分権改革」においては「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社

会」を実現するための柱として低炭素型の社会構造への転換を進めることが求められ

ており、環境への負荷に応じた自動車に対する課税のあり方を研究することは、この

点にも資することとなる。 

これらを踏まえるとともに、納税者の視点から、CO2 の排出抑制に寄与する自動車

に対する簡素な課税のあり方等を検討するため、総務大臣の指示により研究会を開催

する。 

 

２．名   称 

本研究会の名称は、「自動車関係税制に関する研究会」（以下「研究会」という。）

とする。 

 

３．研 究 項 目 

地球温暖化対策や「緑の分権改革」に資する観点から CO2 の排出抑制に寄与する車

体課税のあり方を検討するとともに、複雑な自動車関係諸税の簡素化等について検討

する。 

 

４．構 成 員 

別紙のとおり。 

 

５．運   営 

（１）本研究会は、総務大臣の指示により総務省自治税務局において開催する研究会

とする。 
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（４）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長を代行する者を指名する

ことができる。  
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６．庶   務 
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自動車関係税制に関する研究会開催実績等 

 

 

＜第１回＞ 平成22年3月30日（火）17時～ 

○ 平成22年度税制改正における自動車関係税制について 

○ 研究会の今後の進め方について 

 

＜第２回＞ 平成22年4月15日（木）15時～ 

○ 自動車関係税の現状等について 

 

＜第３回＞ 平成22年5月28日（金）17時～ 

○ 自動車業界の現状と見通し等について（経済産業省） 

○ 欧州の自動車関係税制の現状について 

 

＜第４回＞ 平成22年6月24日（木）17時～ 

○ 自動車関係諸税に関係する国土交通省の業務について（国土交通省） 

○ 検討課題（大きな方向性）について 

・ 保有段階における自動車への課税について 

・ 取得段階における自動車への課税について 

・ 軽自動車への課税について 

 

＜第５回＞ 平成22年7月15日（木）17時～ 

○ 自動車関係税制に関係する環境省関連制度について（環境省） 

○ 検討課題について（第４回と同じ） 

 

＜第６回＞ 平成22年8月30日（月）14時30分～ 

○ 検討課題について 

・ 軽自動車への課税について 

・ 保有段階における自動車への課税について（個別論点） 

営自格差、車検時徴収 

○ 研究会報告書の主な項目について 

 

＜第７回＞ 平成22年9月10日（金）17時～ 

○ 自動車関係税制に関する研究会報告書（座長案） 
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G DP 比 

（ ％ of G DP） 
税収構成比 

( ％ of tax revenue ) 

日本 １．７ ６．４ 

アメリカ ０．９ ３．５ 

イギリス ２．６ ７．３ 

ドイツ ２．５ ７．３ 

フランス ２．１ ４．９ 

イタリア ３．０ ７．２ 

カナダ １．２ ３．７ 

O EC D 平均 １．８ ５．８ 

課    税    対    象 日 本 

エネルギー物品（Energy products） ４８,４６０ 

輸送目的 ４０,５７０ 

 うち、ガソリン ２９,６７９  

生活上の使用目的 ７,８９０ 

化石燃料 ４,４４３ 
  

電気 ３,４４７ 

自動車、その他輸送手段 
（M otor vehicles and transport） ２９,０８４ 

取引課税 ４,１９９ 
 

保有課税 ２４,８８５ 

O ECD 環境統計 － 環境関連歳出と税制 （抄） 
（ O ECD “Environm ental Data － Environm ental Expenditure and Taxes” ） 

２００４年 （％） 

表４A  環境関連税制の内訳 （抄）
( Structure of Revenues from  Environm entally Related Taxes )

表４B  環境関連税制の税収 （抄）
( Trends in Revenues from  Environm entally Related Taxes ) 

２００４年 （百万ドル） 

● 軽油引取税 
● 石油ガス税 
● 航空機燃料税

● 揮発油税 
● 地方道路税

 
● 石油石炭税 
 
 
● 電源開発促進税 
 

 
● 自動車取得税 
 

● 自動車重量税 
● 自動車税 
● 軽自動車税 
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658 658 658 658 658 996 996 996 1 339 1 198658 658 658 658 658 996 996 996 1,339 1,198

3,395 3,395 3,395 3,395 3,395 3,785 3,640 2,985 3,900 3,780

1 475 1 475 1 475 1 475 1 475 1 695 1 665 1 680 1 695 1 6651,475 1,475 1,475 1,475 1,475 1,695 1,665 1,680 1,695 1,665

1,660 1,630 1,750 1,535 1,530 1,520 1,535 1,500 1,525 1,515

22.0 22.0 18.2 22.5 24.0 22.5 22.5 23.0 24.0 24.0

810 840 900 730 780 990 910 890 1,010 940

4 4 4 4 4 5 5 4 5 5

1,071,000 1,200,000 1,085,000 892,500 950,000 1,076,000 1,090,000 1,400,000 1,197,000 999,600
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